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2020年２月定例議会 一般質問  

2020年 3月 3日 

氏平 三穂子  

１、景気対策について 

 

氏平議員 

昨年の１０月から１２月期のＧＤＰが消費税増税の影響で、年率換算でマイ

ナス６.３％、家計最終消費もマイナス１１.５％と大幅に落ち込むなど深刻な

状況になっています。さらにそこに追い打ちをかけるように新型コロナウイル

スの感染拡大が生産活動や観光産業など様々なところに影響が出ています。 

そこでまず知事に伺います。 

知事は現時点での本県及び日本の景気動向についてどのような御認識でしょ

うか。お尋ねします。 

わたしは、現局面の困難に陥っている本県を含む日本経済の危機打開のため

にまずやれることは、消費税５％への緊急減税を行うことだと考えます。ぜひ国

に消費税５％への引き下げを要請していただきたいと思いますが、知事のお考

えをお示しください。 

また、この現状を打開するためには、個人消費を増やす対策こそ求められます。

消費税の減税とともに、県として、最低賃金の改善、中小企業支援など強化すべ

きと考えますが、知事のお考えをお聞かせください。 

 

知事 

日本共産党の氏平議員の質問にお答えいたします。 

 景気対策についてのご質問であります。 

 まず、動向の認識についてでありますが、国の月例経済報告によると、景気は

緩やかに回復しているものの、先行きについては、新型コロナウィルス感染症が

内外経済に与える影響に十分注意する必要があるとされております。 

 県内においても、先日の総理のイベント自粛や休校の要請を受けて、経済に対

する下押し圧力はさらに強まっており、今後の動向を注視しつつ、状況に応じて

遅滞なく対応してまいりたいと考えております。 

 

次に、緊急減税への要請についてでありますが、消費税は、人口減少・超高齢

化社会を迎え、全世代を対象とする社会保障の充実と安定等のため、必要な財源
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であり、お話のような国への要請は考えていないところであります。 

 

 次に、最低賃金の改善等についてでありますが、最低賃金は、各県の労働局長

が決定するものであり、国において適切に対応されるものと考えております。 

 また、県では、これまでも中小企業に対し、資金調達や取引のあっせんなど各

種施策を実施してきたところであり、引き続き、支援機関と連携し必要な支援を

行ってまいりたいと存じます。 

 以上でございます。 

 

氏平議員 

 ご答弁ありがとうございました。 

 確かに消費税５％下げたら財源がどうなるのか。ということだと思いますけ

れども、私共は一貫して大企業の法人税は、中小企業が１８％なのに対して、

様々な優遇措置で結局大企業は１０％の法人税しか払っていない。そして今株

で儲けている富裕層がかなり増えている。この税率も欧米諸国に比べて非常に

低い。ここのところにきっちりと、普通の税金を集めれば十分消費税分の財源は

あると言う事を一貫して言っておるわけでございますけれども、その辺は、財源

について、私の今の提案についてどのようにお考えでしょうか。 

 

知事 

 財源はあるんだと。いうことは何年か前に聞いたことがあるような気がしま

すけれども、実際にはこの日本の財政、大変厳しい状況にございます。今回の消

費税率アップが実現できなかったら、この日本国政府に対する信任が危ないと

言う事は経済学者何人も指摘をしていたところでございます。実際には、議員が

おっしゃられるような余裕はなかなか無いのではないかと。また、法人税率上げ

ればいいのではないか、というのは一つの考え方ではありますけれども、いま世

界中の企業、移動ができる状態の中で、法人税率が高い企業からは逃げていくと、

いう現実があります。実際には今の日本企業もなんとか日本に踏みとどまって

いるという企業も多い現実の中、その考え方は実際にはより悪い状況を招いて

しまう可能性が高いと私自身は考えております。 

 以上でございます。 

 

 

２、新型コロナウイルス感染症対策について 

 

氏平議員 
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刻々と変化する感染拡大や国の対応策の要請など、地方自治体は翻弄されて

います。しかし、対策の責任を負うのは住民に一番近い存在である地方自治体で

あります。日夜分かたぬご奮闘に敬意を表しながら以下について質問します。 

県の体制について２点伺います。 

１つ目はわが県の PCR 検査は現状では１日何件まで可能ですか。また、今後

検査の保険適用も検討されており、民間の検査会社にも協力してもらえば１日

何件まで検査ができるようになりますか。現在の状況、また、十分な検査体制と

なっているのか、保健福祉部長にお尋ねします。 

２つ目は医療体制の整備についてです。現在、指定感染症の患者の受け入れが

可能なベッド数は何床ありますか。そのベッドは空きベッドですぐに入院でき

ますか。また、今後患者が拡大すれば、感染症指定医療機関以外の医療機関にも

協力要請するそうですが、その場合の財政的な支援は当然検討されているので

しょうか。現在の状況及び今後の対応について、併せて、保健福祉部長にお尋ね

します。 

一方で、この間産業分野からの切実な要求が寄せられています。派遣、非正規

などの労働者は休業すればたちまち収入が入らないため、生活ができないなど

死活問題となっています。休業補償など緊急な対策を求めています。また小規模

事業所は資金繰りに苦慮しています。雇用や地域の小規模事業所を救済する思

い切った対策を講じるべきだと考えますが、知事のお考えと今後の取組につい

て具体的にお示しください。 

 

知事 

 お答えいたします。 

 新型コロナウィルス感染症対策についてのご質問であります。 

 雇用等についてでありますが、休業補償については、国が助成金の創設などの

支援策を検討しており、その内容を注視してまいりたいと存じます。 

 また、資金繰り支援については、県において、先月、経済変動対策資金の適用

要件を緩和するとともに、今月から危機対策資金の取扱いを開始したところで

あり、現在、支援機関等を通じて周知しているところであります。 

 以上でございます。 

 

保健福祉部長 

 お答えいたします。 

 まず、PCR 検査についてでありますが、検査を実施している環境保護センター

では、1日 20 件までの検査が可能であります。 

 民間での検査については、国を通じて依頼することとなっておりますが、検査



4 

 

能力の詳細は不明であります。 

 また、2 月末までに 41 人の検査を行ったところでありますが、今後の検査の

増加に備え、検査機器の増設や応援職員の確保等、検査体制の強化に向けた準備

を行っているところであります。 

 

 次に、医療体制の整備についてでありますが、県内 4 つの感染症指定医療機

関において、26 床を指定し、現在、24 床が空き病床となっております。 

 また、感染症指定医療機関以外の医療機関において、新型コロナウィルス感染

症患者の入院病床の確保に要した経費については、国の補助金が活用できるこ

ととなっており、今後とも、国や関係団体等と連携しながら、適切に対応してま

いりたいと存じます。 

 以上でございます。 

 

氏平議員 

 ご答弁ありがとうございました。 

 現在の PCR の体制は 1日 20 件ということで、県内はかなり大きな医療機関が

あるので、専属で検査を請け負う企業もたくさんあると思うのですけれども、そ

の辺は、国が直接そこに依頼をするということで、県として、じゃあ岡山県の検

査体制のキャパは一日いくらできるかということも、全然お調べになっていな

いということでしょうか。 

 

 保健福祉部長 

PCR 検査のキャパシティについての質問でございますが、県の地方衛生研究所で

あります環境保健センターでは一日 20 件となっております。今、新型コロナウ

イルスの PCR 検査ができる民間検査会社は、日本に 3 社ございます。その営業

所が岡山県内にもございまして、今現状、民間の検査会社に依頼できるのは、国

からとなっておりますので、もし岡山県で環境保健センターでの検査の量が、甚

大になって検査が難しいとなった場合には、県から国に相談してそれを経由し

て民間会社に依頼するということになるのですが、その場合、いったい何件くら

いやっていただけるか、というのは、その時にならないと詳細がわからない、と

言う事でございます。手続きなどはそのように情報収集を県のほうで行ってい

るところでございます。 

 

 氏平議員 

この検査が保険適用になりますと、基本的には現場のドクターが、「これは検

査した方がいい」ということになると、今、保健所に問い合わせをして、帰国者
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接触者相談センターに連絡をして、検査をしてもらえるのだけれども、保険適用

になるともっとスムーズに、報道なんかで聞いておりますと、医者が判断すれば

検査にもって行けるという風な体制になると。そうなってくると、かなりの検査

を受けてもらうキャパがないと、実際に保険適用になったといっても、ほとんど

受け入れることができないというような実態に、いまとあまり現状が変わらな

いというようなことが不安が増強するのだと思うのですけれども、そのあたり

は、保険適用との関係ではもう少し、国が動いて岡山県の検査体制については、

こことここと、ここでできるから広げてくださいという風な指示が国の方から

来るということでしょうか。 

 

保険福祉部長 

再質問にお答えします。 

検査体制について、保険適用も含めて国の指示がどうなっているのかという

ことなのですが、現状、保険適用になるということに関しては、報道はなされて

おりますが、国から県に対しての具体的な指示や通知等は来ていない状況でご

ざいますので、その手続きがどのようになされるかといった点については、今、

情報を待っているところでございます。 

また検査体制につきましては、現状国の方から示されております検査の体制

につきましては、まずは県内の、環境保健センターで行うのですが、そこで検査

しきれない量がでた場合には、岡山県の場合は中国 5 県で協定を結んでおりま

すので、中国 5 県のほかの県の検査所に協力を依頼すると。それでさらに難し

い場合には、厚生労働省を経由して国立感染症研究所や民間の検査会社に依頼

をするという流れが示されています。ただ、それぞれに何件可能かというのは、

その時の状況でございますので、何件は大丈夫ですといった答えは現状難しい

と考えます。 

 

氏平議員 

 ありがとうございました。 

 この件につきましては、ぜひしっかりと情報を出して頂きたいという風に、本

当にいくらできるのか、どうなるのかという風に、やっぱり見えないのでね、情

報を出して頂きたいと思います。 

 最後、要望ですけれども、刻々とこの問題変わっていきますので、質問に入れ

ることができなかった、学校の一斉休校問題でございます。本当に、突然に出さ

れまして、それも専門家会議でもまったく論議がされていない。文部科学大臣も

知らないところで、まったく総理の独断で決められたのかなという風に私は思

いますけれども、現場は非常に混乱をしています。 
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 今日も市内の学童保育にお勤めの方にお聞きしました。何か所か学童保育が

開けない。開けないというところがこれからたくさん出てくるのではないかと。

これから長期戦になって参りますのでね。本当に現場は混乱しております。 

 先般、緊急要請をさせて頂きましたけれども、医療現場です。コロナの対策も

やらなければならない。そこへ持ってきて、働き盛りの子育て真っ最中の看護師

が仕事に出てこれないということで、ある病院は外来を一部閉鎖した。病棟も一

つの病棟を閉鎖せざるを得ない。このまま子どもを見てくれる体制が十分でな

ければ、という風な要請させて頂きましたけれども、本当に現場は混乱をしてい

るわけでございますので、県教委としてもそれなりに、法的根拠がないので自治

体の判断で柔軟な対応をご支援されていると思いますけれども、一層自治体が

主体的にこの問題に判断して、本当に子どもや親御さんたちが安心して暮らせ

るような支援をして頂きたいですし、県独自の人的、また財政的支援もお願いし

たいなと、いう風に要望致します。 

 

 

３、公立、公的医療機関の再編統合について 

 

氏平議員 

厚労省は昨年の９月、全国４２４病院を突然名指しして公表し、プランを再検

証し、今年の９月までに再編統合、機能転換、ベッド数削減などの計画を具体化

するよう求めてきました。県下では１３の医療機関が対象となっています。 

この間公表された大部分の病院を訪問し、管理者の皆さんと懇談させていた

だきました。矢掛町国民健康保険病院では人口減少が進む中、救急医療に力を入

れ、井原や笠岡からも患者を受け入れ、ほとんど断らす職員が献身的に頑張り、

患者確保に努力し、黒字を維持しています。また吉備中央町の吉備高原医療リハ

ビリテーションは町内で唯一の入院医療ができる地域医療の拠点として、町も

協力して医師確保にも努力し、デマンドタクシーで通院の利便性も確保し、地域

医療を守るために頑張っておられます。 

しかし、今回の公表で、地域住民から不安の声が相次ぎ、医師や看護師確保に

も影響が出ており、地域の事情を考慮せず、機械的な公表であり、風評被害で大

変迷惑だという声が大半を占めています。 

先般、厚労省に要請と抗議に行きました。今回の公表は、２つの基準、すなわ

ち「がんや救急などの診療実績が特に少ない」「似ている診療科が近くにある」

ですが、厚労省の分析データーが１７年と古いうえ、厚労省は、地域の特性を考

慮していないことは認め、機械的なあてはめでご迷惑をかけたと言いつつも、撤

回するとは言いませんでした。 
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まずは知事にお伺いいたします。 

この国の公表に対して、共同通信社の自治体アンケートでは県下２７市町村

のうち８２％、２３自治体が「不満」「やや不満」と回答しています。当然だと

思います。厚労省でさえ、きわめて地域の実情を考慮せず、機械的にやったと認

めているわけですから。しかし、「おおむね妥当」と回答したのは、県と和気町

のみです。何をもって県は「おおむね妥当」と回答されたのでしょうか。 

また、公立、公的病院はこの間、「新公立病院改革プラン」や「公的医療機関

等２０２５プラン」で改革を迫られ、機能転換や、病床削減などできる改革はや

ってきています。そして人口減少のなかでも地域医療を守る使命で頑張ってい

ます。もしもこのまま国の要請に従って公立病院の統合縮小が進めば、住民は住

み慣れた地域では暮らせなくなります。「地方創生」とも逆行します。県の姿勢

としては地域の事情をしっかり把握し、地域医療を守るという視点で、医療圏ご

との地域医療構想調整会議での自主的な議論を支援することだと思いますが、

知事のお考えをお聞かせください。 

次に、保健福祉部長にお尋ねします。 

国は「あくまでもこの問題は医療圏ごとの調整会議の議論で決めていく」とし

ながら「複数医療機関の医療機能再編など調整会議の議論が困難な地域におい

ては、国が再編・統合議論を重点的に支援する」考えを示しています。都道府県

からの要請を踏まえ、支援する地域は選定されると聞きましたが、安易に国に支

援を求めるのではなく、地域の実情等を踏まえ、県として議論を進めてほしいと

考えますが、部長のお考えをお聞きします。 

また、地域住民の医療需要の把握について伺います。身近では必要な医療が受

けられない、お金がなくて医療にかかれないなど、地域格差や経済格差が原因で

医療へのアクセスが阻害された住民が増加しています。しかし、こうした住民の

医療ニーズについてはレセプトというかたちで記録に残ることはありません。

また、そもそもの地域医療構想はレセプト分析でベッド数が推計されています。

わたしはレセプト＝医療需要とする推計でベッド数を決めることは、医療格差

を固定化するものであり、正確ではないと思いますが、部長のお考えをお聞かせ

ください。また、この点についても、国に対して申し入れ等を行うことも必要だ

と考えますが県の対応について、併せてお聞きかせ下さい。 

 

知事 

 お答えいたします。公立等医療機関の再編統合についてのご質問であります。 

 まず、アンケートの回答についてでありますが、今回の病院名の公表により、

お話のような風評被害を受けたとの声があることは、私も承知しております。 

 一方で、地域医療構想調整会議の議論を活性化させ、限られた医療資源がそれ
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ぞれの地域で効果的・効率的に活用され、将来の医療ニーズに的確に答えられる

ものとなるよう、医療提供体制の構築を着実に進めていくことが大変重要であ

ることから、おおむね妥当と回答したところであります。 

 

 次に、県の態勢についてでありますが、これまでも、地域ごとに質も高い医療

を効率的に提供する体制の構築を目指し、各圏域の地域医療構想調整会議で、地

域の実情に応じた議論を進めてきたところであります。 

 今後とも、調整会議で将来を見据えた具体的な議論が行われるよう、医療需要

の推計データを提供するなど、必要な支援を行ってまいりたいと存じます。 

 以上でございます。 

 

保健福祉部長 

 お答えいたします。 

 まず、国の支援についてでありますが、重点支援区域に指定された場合、国か

ら財政支援等が受けられるメリットがあるため、必要に応じて申請を検討して

まいりたいと存じます。 

 指定の申請には、地域の実情を踏まえることが必要と考えており、まずは、調

整会議での議論をしっかりと行ってまいりたいと存じます。 

 

 次に、医療需要の把握についてでありますが、地域医療構想で推計した将来の

必要病床数は、主にレセプトデータと令和 7（25）年の人口推計などを基に算出

したものであります。 

 調整会議では、こうして算出した必要病床を出発点として、診療科の偏在や医

師のニーズもくみとれるよう、住民代表や市町村、医療関係者等から幅広く意見

を伺っているところであり、国に対する申し入れ等は考えていないところであ

りますが、引き続き、効率的で不足のない医療提供体制の構築に向け、丁寧に取

り組んでまいりたいと存じます。 

 以上でございます。 

 

氏平議員 

ご答弁ありがとうございました。 

 この公表について、県と和気町だけが概ね妥当と、あとはやや不満、不満とい

うことです。和気町は公立病院がありません。２つ公的な診療所があるだけで、

まあ当事者意識がきっと、そんなに切実に思っていらっしゃらないのではない

かと、思いますので。要するに、ほとんどの自治体が、不満ややや不満。県だけ

が概ね妥当と、こういう結果になっているわけなんですよ。 
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知事のご答弁では、要するに人口減少の中で地域医療構想は本当に調整会議

で進めて行ったり、統廃合も必要なところはやらなければいけない部分も出て

くるだろうということは、私もすべては否定しませんけれど、国のこの地域医療

構想は医療費削減でベット削減ありきというところが見え見えなのでね、私た

ちはちょっとどうかな（と思っている）。しかし調整会議でしっかりと地域医療

についてみんなで議論していくというところは、これから重要だと思っており

ます。 

 しかし今回お尋ねしているのは、この公表についてどうなのか、ということな

のですよね。そう考えましたときに、国は「424 は出したけれども、じつは 7は

間違いだった、この該当には入らない病院だった。しかし、あともっと 10 なん

ぼここに入る病院も出てきた。」この 1月の時点でです。本当にいい加減だと私

思うんですよ。もう公表されたところは、公表され損。「あとの追加のきちっと

厳密に調査した結果を公表されるのですか」と聞いたら、「公表しません」とい

うことなんですよね。 

 だから私が言いたいのは、本当に実情を考えずにこの二つ基準で機械的に国

も出したと言っている、これについてみんな不満だと思っているわけなんです。

それを県は、その公表は概ね妥当だというここの温度差ですね。これを私はやは

りきちっと県民の皆さんにとって県下で頑張ってくれているを皆さんに示して

頂かないと、「へー。県はこんな公表されているのに、機械的に。概ね妥当なん

ですか」という感じなんですよ。受け止め方がね。そこをちょっと知事、違うの

ではないかな、と思うのですがどうでしょうか。 

 

知事 

 こんな不正確なものを突然出されて、なんでこんなに、ニコニコしてられるの

か、ということだと思います。実際のところ、名指しされた病院もそうですし、

それにかかわる地域の皆さんからしたら、これでニコニコしている方が不思議

だと思います。直観的にはこのやや不満になってもぜんぜんおかしくありませ

んし、そのミスがある、データが古いということを考えますと、不満にしてもお

かしくありません。もっと不満、すごく不満という選択肢がないのかと思った人

もいるかと思います。私自身もそういう厳しい反応をしてもぜんぜんおかしく

ない、ということは直観的に思ったわけでありますけれども。 

 そもそも他の市、もしくは多くの県と比べて岡山県の場合、保健福祉部長とし

て歴代厚労省のエース、非常に優秀な人を派遣して頂いているわけであります。

私もほとんどそういう分野の素人から、7年数か月前からいろいろレクを受けて

感じるところでありますけれども、この我々自身、市町村は特にそうですし、医

療現場の方はもっとだと思いますけれども、一生懸命、なんとか目の前のみなさ
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んを救いたいと思えば思うほど、今に集中してなかなか 10 年後 15 年後のこと

を考えるいろいろな意味の余裕がなくなって参ります。いま、それぞれのところ

にあるベットの数の問題もあるのですけれども、その機能の問題、これがそのト

ータルとすれば必要なものが大体見えている。最後のこれぐらいなのか、これぐ

らいなのか、というところで意見の相違はあっても、漠然としたところについて

大体の同意はあるにしても、それを担っている主体がそれぞれ経営体でありま

すので、公立にしても市立にしても経営が破綻をするとなかなか長期に続けて

いくことができない、そうなると診療報酬の高い急性病床にしたいということ

は当たり前でありますけれども、これまでもですけれども、これからもさらに急

性病床よりも慢性病床をそれぞれの多くの地域が求めている。ただ、みんなのた

めにはそうする理屈はわかるのだけれども、自分たちの病院がみんなのために

動くとかなり損をすると、経済学でいうと合成の誤謬みたいなことが働いて、私

が知事になって最初に説明を受けたこのミスマッチがなかなか改善が変わって

いないまま、今私 8 年目を迎えているわけでございます。この厚労省の担当者

としても自分がその担当でいるときに、こんなリストを出して喜ばれる、ほめら

れる、とそこまで間抜けではなかったと私は信じています。かなりひどい目に合

うであろう、ことを想像しながらも、ここで石を投げないとこのまま 5 年、10

年となったらそれぞれの地域どうなるんだと、とい思いで私は石を投げたので

あろうと。思いましてその勇気に対して少し甘めの回答をしたところでござい

ます。そもそも、みんな一所懸命がんばっているところでありまして、そのなん

とか、5 年後 10 年後それぞれの地域の状態を良くしたいと思っているところで

ございます。ぜひ、少しでもその方向で議論を進めていきたいと考えております。

以上でございます。 

 

氏平議員 

 ありがとうございました。私も院長先生や事務長さんなんかと（お話しまし

た）、本当に必死で向こうも出てきて下さってですね。副師長が出てこられた備

前なんかもありましたけれども。みんなね、5 年 10 年先の事考えてますよ。ど

この病院も。それも経営体ですから。職員もたくさん、その地域の経済的な効果

もあるんですよね。公的な病院は雇用からいろいろなことから。だから、それは

潰すわけにはいかない、守らなければいけない。だから必死でやっていらっしゃ

るという風に私は本当に思いました。 

急性期の病棟ですけれども、福田さんも訪問看護なんかされていたと思いま

すけれども、今在宅でできるだけ看取りとか、在宅医療を強化して、できるだけ

入院させずに在宅で、という国のシフトが引かれている中で、私も訪問看護やっ

ていましたけれども、訪問看護を在宅で医療をやると言う事は、バックアップに
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急性期の病棟がないと、支えてもらわないと、肺炎になって熱が出た。入れても

らわないと在宅はできないんですよ。在宅の最後の砦は、急性期病院が後ろで控

えてくれているから安心して在宅医療ができるんですよね。だからそういう意

味でも非常に大事な、なくなったら大変な、慢性期がたくさん増えればいいとい

う問題ではない。そういう在宅を支えるバックアップは急性期病棟なんだとい

うことはぜひ、わかって頂いて。人口減少は確かに、そうなんです。人口は減っ

ていきますよ。どういう風に医療を構築すればいいのかというのは、本気で調整

会議で一番現場がわかる人にやって頂くということだと思いますので、ぜひご

支援をして頂きたいと思います。要望です。 

 

 

４、ジェンダー平等等について 

ジェンダーとは、生物学的な性別ではなくて、社会的文化的につくられた性別

と言われています。SDGｓ（持続可能な開発目標）では５番目に位置付けられ「ジ

ェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う」とされていま

す。 

しかし、日本の実情はどうでしょうか。世界経済フォーラムが毎年発表するジ

ェンダーギャップ指数では２０１９年は１５３ケ国で１２１位と過去最低とな

ってしまいました。世界の流れからも大きく遅れを取っています。 

グラフをご覧ください。特に政治分野ではワースト１０に入り、また経済分野

でも男女の賃金格差や女性は非正規労働が多いなど遅れが目立ちます。 

そこでお尋ねします。県においては、県職員の女性幹部の登用や、審議会など

にも女性の参加を増やすなど、意思決定の場に参加する女性を増やす努力はさ

れているのでしょうか。本県における現状及び今後の取組について、総務部長に

伺います。 

一方で、ジェンダー平等については、県民への啓発活動もしっかり行うべきだ

と思いますが、県民生活部長のご認識及び今後どのように取り組んでいくのか

伺います。 

また、ジェンダー平等に関連して、女性及び女児に限らず、一人ひとりの多様

な個性を尊重していくには、ＬＧＢＴと言われる性的少数者 (セクシャルマイ

ノリティ)の方々に対する対応も必要だと思います。ＬＧＢＴの方々は職場や学

校等で偏見など様々な悩みを抱えています。しっかりとした相談体制の構築が

必要だと考えますが、県民生活部長にお尋ねします。 

 

総務部長 

お答えいたします。 
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 ジェンダー平等等についてのご質問であります。 

 女性幹部への登用等についてでありますが、女性職員活躍推進計画等に基づ

き、女性の活躍支援や参画促進に取り組んでおり、女性の割合は、課長級以上で

10.4％、審議会委員で 35．8％となっております。 

 現在、推進計画の見直しを行っており、新たに主幹級での総括職の割合を設け

るなど、幹部職員の計画的な育成に努めるとともに、引き続き、審議会委員への

積極的な登用を関係部局に依頼し、女性の参画を促進してまいりたいと存じま

す。 

 以上でございます。 

 

県民生活部長 

 お答えいたします。 

 まず、県民への啓発活動についてでありますが、男女共同参画社会の実現のた

めには、性別による固定的な役割分担や、偏見などにつながる社会制度や慣行に

対する意識改革が必要であることから、啓発活動は大変重要と考えております。 

 県では、第 4 次おかやまウィズプランに基づき、ウィズセンターを中心とし

た講演会やワークショップの開催、情報誌の発行などによる啓発活動を実施し

ており、引き続き、ジェンダー平等につながる取組を進めてまいりたいと存じま

す。 

 

 次に、LGBT の相談体制についてでありますが、県では専門の相談窓口は設け

ておりませんが、ウィズセンターや人権施策推進課等において、家族関係などの

悩みごとや人権全般に関する相談の中で、LGBT についても、対応しているとこ

ろであります。 

 偏見等の悩みを解消するためには、すべての県民が LGBT など、性の多様性に

ついて正しく理解することが重要と考えており、引き続き、啓発に努めるととも

に、国や市町村などの関係機関と連携しながら、相談体制の充実を図ってまいり

たいと存じます。 

 以上でございます。 

 

 

５、学校給食について 

 

氏平議員 

輸入小麦で作られたパンから発がん性の疑いのある除草剤・グリホサートが

検出され、問題になっています。 
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そこで教育長にお尋ねします。 

岡山県の学校給食のパンや麺類などに使用されている小麦は国産ですか、輸

入小麦ですか。その割合はどうなっていますか。 

アメリカやカナダは収穫前に除草剤・グリホサートを散布することが一般化

しています。 

除草剤を撒けば雑草が枯れて収穫効率がアップするそうです。日本では収獲前

の散布は認められていません。従って国産小麦からは検出されていません。グリ

ホサートは体内からは排泄されず蓄積されていきます。厚労省は残留農薬基準

内だから人体には影響は出ないと言いますが、２０１７年末にこの残留農薬基

準が５PPMだったものをアメリカ基準の３０PPMに国際基準が合わせたこともあ

り、大幅に基準が緩和されています。成長期の子供たちには安全な国産小麦のパ

ンをと昨年、新日本婦人の会のお母さんたちが教育委員会の保健体育課に要望

されました。そこで、教育長には学校給食は国産小麦の使用を検討していただき

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

教育長 

 まず、小麦の産地等についてでありますが、県内のほとんどの学校では岡山県

学校給食会が販売しているパンや麺を使用しております。学校給食会に確認し

たところ、パン及び麺のうちソフト麺と中華麺の原料の割合は、80％が小麦で、

その全てが輸入小麦であり、うどんは、100％が小麦で全てが国産とのことであ

ります。 

 

 次に、国産小麦の使用についてでありますが、学校給食の食材は、安全である

ことはもちろんのこと、安定的に供給されることや保護者の負担を踏まえた適

正な価格であることが必要であると考えております。 

 国産小麦は、流通量が少なく安定確保が難しいことや価格が高額になる傾向

があることから、多くの市町村で輸入小麦が使用されている実態がありますが、

国の基準を満たしているものと承知しております。 

 いずれにしましても、どのような食材を使用するかについては、給食の実施者

である市町村教育委員会において、適切に判断されるべきものであると考えて

おります。 

 以上でございます。 

 

 氏平議員 

 ８割。まあほとんどが輸入ということでございます。色々と尋ねますと、例え

ば米粉を使った、米粉の割合を増やしたパンにするとか、それから米飯を増やし
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てパンを減らすとか。色々地域地域によって、岡山県ではないのですけれども、

やっていらっしゃるような事例もございます。ですから、最終的には市町村の教

育委員会のほうである程度そういう工夫はできると言う事でよろしいのでしょ

うか。例えば、米飯に。お米は聞きますと、ほとんど地産地消で地域のお米を食

べさせていただいているようなのですけれども、そのあたりはそれぞれの市町

村の判断で、割合とか給食の出し方は工夫すればいいと言う事なのでしょうか。 

 

教育長 

 それぞれの市町村の判断になるのかということだと思いますが、現状におき

ましてもパンの提供をしていない市町村もございますし、それから地元のパン

業者を利用しているというところもございますので、答えましたとおり、各市町

村で適正に判断されるものという風に考えております。以上でございます。 

 

 

６、高齢者の運転免許証更新について 

 

氏平議員 

７５歳以上の運転手を対象とした「免許証更新時の高齢者講習」についてお尋

ねします。 

高齢者の運転中の事故が増え、認知機能検査が７５歳から義務付けられまし

た。当然必要な措置だと思います。しかし、検査対象人口が増え、地元の教習所

では予約が殺到してなかなか受けられないとの声が上がっています。具体的に

は「県内のある教習所が一杯なので、御津の運転免許センターに行くように言わ

れたが、１，５時間もかかる。もっと身近で対応できないかとの相談がありまし

た。 

そこでお尋ねします。 

県内の高齢者講習の現状について教えてください。また、これから団塊の世代

が後期高齢者となり、対象人口が増えてくると考えますが、対応体制や、講習場

所の拡大など検討する必要があると考えますが、併せて警察本部長にお尋ねし

ます。 

 

警察本部長 

お答えいたします。 

高齢者の運転免許証更新についてであります。 

 県内の高齢者講習につきましては、現在、県下 21 の自動車教習所に委託して

実施しているほか、更新期限切迫者に対しては、運転免許センターにおいて直接
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実施しております。 

 昨年中の高齢者講習の受講者数は 6万 1,884 人で、そのうち 75 歳以上の方は

3万 6,680 人となっております。 

 なお、運転免許センターで受講された方は 2,173 人でした。 

 県警察では、平成 29 年 3 月から、自動車教習所の予約状況をリアルタイムに

把握するシステムの運用を開始しております。 

 教習所の空き状況と受講者の希望状況を踏まえた調整を行い、受講者の講習

を受けるまでの期間の短縮等に努めており、予約から講習を受けられるまでの

期間は、普段はおおむね 1 ヶ月以内、自動車教習所の繁忙期で平均 3 ヶ月程度

となっております。 

 今後、後期高齢者が増加することを踏まえた対応体制や講習場所の拡大等に

ついてですが、認知機能検査につきましては、実施する警察署を増やすなどして

対応することとしております。 

 高齢者講習につきましては、引き続き自動車教習所への受け入れ枠拡大をお

願いするとともに、運転免許センターでの実施枠を増やすなどして、高齢者講習

が円滑に実施できるよう努めてまいりたいと考えております。 

 


